（別紙１）

予算要求資料
平成29年度当初予算　支出科目　款：土木費　項：土木管理費　目：土木総務費

　　　　　　　　　　　　　　　 款：農林水産業費　項：農地費　目：農地事業諸費
款：農林水産業費　項：林業費　目：林業振興費
款：流域下水道事業費　項：建設費　目：建設費

　　　　　　　　　　　　　　　 款：水道事業費用　項：営業費用　目：原水及び浄水費　　　
	事業名　新 岐阜県設計積算システム開発・運用管理業務


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　県土整備部　技術検査課　建設情報係　電話番号：058-272-1111（内3632 ）

　　　　　　　                        E-mail： c11656@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　　１０８，０６６千円（前年度予算額：      ０千円）

　　　　県土整備部　　　６２，４３２千円（前年度予算額：      ０千円）

　　　　　　農政部　　　１９，３７５千円（前年度予算額：      ０千円）
　　　　　　林政部      １９，３７５千円（前年度予算額：      ０千円）
　　　　　下水道課        ２，１５３千円（前年度予算額：      ０千円）
　　　　水道企業課　　　　４，７３１千円（前年度予算額：      ０千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	108,066
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	108,066

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
①岐阜県設計積算システムとは
岐阜県農政部、林政部、県土整備部、都市建築部にかかる建設工事や調査設計業務委託等の積算業務を行うシステムであり、積算精度の向上及び積算事務の負担軽減など事務の効率化を実現している。

②経緯
　当該システムは、昭和59年から運用を始め、以降カスタマイズや再開発を行いながら運用している。
S59～　第１次積算システム

S62～　第２次積算システム（災害査定の電算化）

H 4～　第３次積算システム（委託業務の電算化）

H 7～　第４次積算システム（処理方式の変更）

H12～　第５次積算システム（処理方式の変更）

現行のＣ／Ｓのネットワーク方式（高速化）を採用

H13～　治山林道事業の機能追加

H14～　農業農村整備事業の機能追加

H20～　第5.5次積算システム（利用端末　ＯＳ変更　Windows Vista）

H25～　第5.6次積算システム（利用端末　ＯＳ変更　Windows 7）
　　　また、平成２５年度にハードウェアを更新した。
③現状と問題点
平成24年度に平成24～29年度までのソフトウェアの維持管理契約を行ったが、開発環境ＯＳ(Windows XP)のサポートがH26.4.8で終了し、現行開発ツールでの改良が出来なくなった。

　そのため、平成30年度以降の次期積算システムは、現行積算システムの継続利用が不可能となるため、システム再開発が必要である。
（２）事業内容

　　◆運用業務の具体的内容
　　①システム開発

平成30年度以降の次期積算システムは、現行積算システムの継続利用が不可能となるため、システム再開発を委託する。
②運用業務
(1)基準、歩掛、単価表の改訂に伴い発生するデ－タの更新処理、チェック及び確認テスト。

(2)基準、歩掛、単価表の改訂に伴い発生するプログラムの軽微な変更、及び確認テスト。

(3)建設機械共通単価表の作成。

(4)各種メニュ－マスタ等の作成。

(5)主要資材単価・リ－ス料・市場単価の改訂、及びデ－タ伝送更新。

(6)ネットワ－ク管理、障害復旧処理、リモ－ト処理。
(7)システムサポ－ト(操作に関する質疑・連絡)。

◆委託の理由

基準、歩掛、単価表の改訂等に伴う、岐阜県設計積算システムのプログラム開発やデ－タの修正には専門的な知識を要し、かつ多量のデ－タ処理が伴うため、これらを委託し円滑な農業農村整備・治山林道・土木事業にかかる積算業務を維持したい。
◆全体事業費
C=537,084千円
(1)経常経費

　      「アプリケーション維持管理」＋「データ更新作業」
     (2)一時経費
        「システム開発」

（３）県負担・補助率の考え方
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共通部分　　　　県：市町村等　　　　　１：１（市町村等利用端末数割）

　県独自　　　　  県負担のみ

　上水道事業　　　県、市町村利用者負担　県、市町村等利用端末数割

　市町村支援業務　市町村のみ負担　　　　市町村利用端末数割
（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	108,066
	岐阜県設計積算システム開発・運用管理業務費

	合計
	
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県建設ＣＡＬＳ／ＥＣアクションプログラム
（２）国・他県の状況

　　　４７都道府県中３７都府県でパッケージ製品を導入している。
（３）後年度の財政負担
　　　①今後の方針

　　　　岐阜県設計積算システム開発・運用管理業務委託は平成35年3月までを予定しているが、設計積算業務の効率化を継続的に推進していくため、平成35年3月以降についても、必要である。

　　　②後年度の財政負担
　　　　平成34年度までは債務計画により、開発・運用管理費用が必要。

　　　　平成34年度以降についても引き続き設計積算システムの運用管理費用が必要。

[image: image1]
（４）事業主体及びその妥当性
　　　建設工事発注において使用するシステムであり、県が主体となって行うべきものである。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　次期岐阜県設計積算システムの調達を行い、平成３０年４月から運用を開始する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	次期岐阜県設計積算システムの委託料であり、特に指標となる数値はない。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容

  現行の設計積算システムの運用及び維持管理を実施した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　現行の設計積算システムの運用により、積算精度の向上及び担当職員の負担軽減など事務の効率化を図った。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	岐阜県農政部、林政部、県土整備部、都市建築部にかかる建設工事や調査設計業務委託等の積算業務を行うシステムであり、積算精度の向上及び積算事務の負担軽減など事務の効率化を実現しているため、システムを継続することが必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	岐阜県農政部、林政部、県土整備部、都市建築部にかかる建設工事や調査設計業務委託等の積算業務を行うシステムであり、積算精度の向上及び積算事務の負担軽減など事務の効率化を実現している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	岐阜県農政部、林政部、県土整備部、都市建築部にかかる建設工事や調査設計業務委託等の積算業務を行うシステムであり、積算精度の向上及び積算事務の負担軽減など事務の効率化を実現している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　なし



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　建設工事発注において、設計積算システムは不可欠であり、今後も継続して利用していく。



